
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 福井県 鯖江市

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
●経常収支比率

経常収支比率は、ここ数年９０％前後で推移しており、全国市町村平均は下回っているものの、類似団体平均および県内市町平均を上回っ
ている。
平成１８年度においては、普通交付税や臨時財政対策債の落ち込みはあったものの、景気の回復や税制改正により地方税が大幅に増収に

なったことおよび公債費や繰出金が減少したことにより、１７年度に比べ０．１％減の８９．６％となった。

公債費は、平成９年以前に借り入れた地域総合整備事業債等の償還がピークを過ぎたことおよび新規の大規模建設事業の原則凍結等によ
り普通建設事業費を抑制しているため年々減少傾向にあるが、未だ高い水準にあり経常収支比率を押し上げている最大の要因となっている。
公債費を更に詳しく分析すると、公債費充当一般財源等額、一部事務組合等への負担金等が類似団体平均を大きく上回っており、実質公債

費比率を押し上げる要素となっている一方、公営企業への繰出金は類似団体平均を下回っているので、今後も現在の水準を維持していきた
い。公債費充当一般財源等額が多いのは過去の大規模建設事業の償還が大きな負担となっているのを示しており、一部事務組合等への負担
金等が大きいのは、丹南病院への負担金が大きなウエートを占めている。
更に、地方債に係る元金等の償還のうち、普通交付税に算入される額が類似団体平均を大きく上回っているので、今後も引き続き交付税措

置のある有利な起債の活用に努め、実質公債費比率等の抑制を図りたい。

また、補助費等も全国市町村平均、類似団体平均および県内市町平均を大きく上回っている。その理由として、福井県丹南広域組合負担金
や広域衛生施設組合および鯖江丹生消防組合への負担金の影響が大きいと思われるが、経常的な補助金等についても、補助の目的や効果
を精査し、廃止統合等を行い補助費等の抑制を図っていきたい。

人件費については、類似団体平均、全国市町村平均および県内市町平均を大きく下回っている。
しかし、人件費を詳しく分析すると、臨時職員等に対する賃金の割合が類似団体と比較し高いので、行政サービスの低下を招かぬよう定員管

理の適正化等も考慮しつつ、行財政構造改革プログラムの目標数値を遵守し、人件費総額の抑制を図っていきたい。

今後は、普通交付税が引き続き減少していくことに加え、大都市ほど税収の伸びが期待できない等一般財源等の増額が期待できない。一
方、臨時財政対策債や国営日野川用水負担金分等の地方債の償還が増えていくことおよび扶助費の伸びが更に増加すると考えられるため、
経常収支比率も徐々に悪化していくことが予想されるので、行財政構造改革プログラムに基づき、現在の水準が維持できるよう財政構造を転
換していく必要がある。


